
生活環境の保全等に関する協定（案）
○○市（以下「甲」という。）及び○○（事業者名）（以下「乙」という。）は、乙が産業廃棄物処理施設を設置（変更）するにあたり、周辺住民の健康の確保並びに地域の生活環境の保全を図るため、次のとおり協定を締結する。
（基本理念）
第１条　乙は、乙が行う産業廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第１５条の２の５等の規定に基づき処理する一般廃棄物を含む。以下同じ。）の処理によって発生する公害（環境基本法（平成５年法律第９１号）第２条第３項に規定する公害をいう。）を防止するとともに、法、その他の関係法令（以下「法令」という。）及びこの協定に定める事項を誠実かつ適正に遵守することにより、地域の環境を保全するものとする。
（対象施設）
第２条　乙が設置する産業廃棄物処理施設（以下「処理施設」という。）の概要は、次のとおりとする。
（１）処理施設の種類：産業廃棄物焼却施設
（２）設置場所：○○市○○町○○番地
（３）処理する産業廃棄物の種類：○○○
（４）処理能力：○○○　○○○トン／時間（○○○トン／日）、○○○　○○○トン／時間（○○○トン／日）
（責務）
第３条　乙は、法令等に基づき産業廃棄物の適正な処理を行うとともに、処理施設により生ずる一切の責任を負うものとする。
２　乙は、処理施設の管理者、従事者及び施設利用者に対し本協定の周知を図り、これを遵守するものとする。

３　甲は、廃棄物の適正な処理を推進するため、この協定の履行の確保について、指導、助言及び監督に努めるものとする。
（計画に係る協議）
第４条　乙は、この協定に定める事項を遵守するため、あらかじめ処理施設の処理能力、処理する産業廃棄物の種類、性状、処理方法、維持管理方法等を記載した計画書を作成し、甲と協議するものとする。
２　乙は、前項の計画書の内容を変更しようとするときは、あらかじめ甲と協議するものとする。
（環境保全対策）
第５条　乙は、処理施設の建設及び稼動に伴って発生する公害を防止し、地域の環境を保全するため、次に掲げる事項を遵守するものとする。
（１）作業時間は２４時間とするが、産業廃棄物の搬入時間は、平日の午前９時から午後５時までとすること。ただし、これによりがたいときは、あらかじめ甲と協議すること。
（２）乙及び処理施設に出入りする乙以外の者（以下「乙等」という。）が、処理施設に係る産業廃棄物の収集または運搬を行うに際し、道路等に産業廃棄物が飛散し、又は流出しないように適切な管理又は指示等を行うこと。
（３）前号において乙等が使用する搬入道路については、できる限り通学路となっている区間を避けるなど、交通安全に配慮すること。
（４）処理施設から排出される放流水及びばい煙を別途定めるところにより維持管理すること。

（５）その他、乙が行う産業廃棄物の処分に際して、管理体制を整備するとともに、法令等に定める処理基準や維持管理基準等を遵守し、生活環境保全の上支障がないように必要な措置を講ずること。
（立入検査及び分析）

第６条　甲は、必要があると認めるときは、処理施設に立ち入り、甲の指示する産業廃棄物の成分等を乙の負担により、甲の指示する分析機関において検査を行い、その結果の報告を求めることができる。
２　乙は、前条第４号に定める放流水及びばい煙等の検査結果について、法第１５条の２の６第３項において準用する法第９条第３項の規定による処理施設の廃止の日（以下「施設廃止の日」という。）まで保管するものとする。
３　甲は、必要があると認めるときは前項の検査結果の報告を求め、検査結果に疑義が生じた場合は、乙の負担により、甲の指示する分析機関において検査を行い、その結果の報告を求めることができる。
（報告、情報の公開）
第７条　甲は、この協定の施行に必要な限度において、乙に対し、産業廃棄物の処分、処理施設の構造又は維持管理に関し、報告を求めることができる。
２　乙は、法第１５条の２の３第２項及び第１５条の２の４において準用する法第８条の４の規定による産業廃棄物の各月ごとの種類及び数量などの事項について記録し、維持管理計画とともにホームページで公開するとともに、地域住民等から閲覧の求めがあった場合は、閲覧させるものとする。
（住民による立入調査）

第８条　乙は、地域住民等から立入調査の申し出があった場合は、処理施設内での安全を確保した上で、業務に支障のない範囲で、速やかにこれを認めるものとする。

（苦情処理等）
第９条　乙は、産業廃棄物の処理について地域住民から苦情があったときは、誠実に対応し、責任を持ってその解決に当るものとする。

２　乙は、前項の苦情処理対応について、その状況を速やかに甲に報告するものとする。
（違反時の措置）

第１０条　甲は、乙がこの協定に定める事項を遵守していないと認めるとき（以下「違反状態」という。）は、乙に対して必要な措置を指示することができるものとし、乙は、これに誠実に従い、違反状態を解消するものとする。

２　前項に規定する場合であって、甲が違反状態を重大であると認めるときは、当該違反状態が解消されるまでの間、操業停止を求めることができるものとし、乙はこれに従うものとする。

３　甲は、前項に規定する場合であって必要と認めるときは、乙の承諾を得ることなく、当該事実等について公表することができる。

（事故時の措置等）
第１１条　乙は、処理施設における産業廃棄物の処理について公害若しくは災害が発生したとき、又は発生するおそれがある事故等が生じたときは、直ちに応急の措置を講ずるとともに、その状況を甲に報告するものとする。
２　乙は、前項の公害、災害又は事故等により地域住民に被害を与えたときは、補償その他の適切な措置を講ずるとともに、その状況を速やかに甲に報告するものとする。
（事業譲渡による措置）

第１２条　乙が処理施設を第三者に譲渡しようとするとき（株式の譲渡による事業譲渡を含む。）は、あらかじめ甲の了解を得るとともに、譲受人から本協定に定めた事項を承継する旨の同意を得るものとする。
（処理施設の廃止時等の措置）

第１３条　乙が処理施設を廃止し、建設若しくは維持管理等の事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ甲と協議するものとする。
２　乙は、処理施設を廃止する場合は、別途定める日までに、処理施設を撤去するものとする。
（協定の有効期限）

第１４条　この協定は、前条第２項の規定により別途定める処理施設撤去の日まで有効とする。
（協定の改定及び疑義）
第１５条　この協定に定める事項を変更しようとするときは、甲及び乙が協議して定めるものとする。
２　この協定に定めない事項について定めをする必要が生じたとき、又はこの協定の解釈に疑義が生じたときは、甲及び乙が協議して定めるものとする。
上記協定の締結の証として本書２通を作成し、甲及び乙それぞれ記名押印の上、各自その１通を保有する。

平成　　年　　月　　日
甲　住所
名称及び代表者の氏名　　　　　　　　　印
乙　住所
名称及び代表者の氏名　　　　　　　　　印

※協定書の条文については、処理する産業廃棄物の種類、提携時期等により、内容を修正してください。（例：第２条の設置場所・処理する産業廃棄物の種類、第４条の計画書の協議、第５条の作業時間）


※第７条の情報の公開については、必要に応じ、次の規定を追加してください。


「３　前項のほか、甲が必要と認める場合は、乙は、別途定める事項について、別途定めるところにより甲に報告し、甲がこれを公衆の閲覧に供することに同意する。」
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